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Abstract
The aim of this study is the attitudes toward general citizen about the“Child Poverty”.　Result 
of investigation,  About ８０％ of the general citizens felt a decline in people’s standard of living, 
 Regarding the influence（problem）that“poverty”has on children, the top issues were“selection 
course（realization problem）”, “psychology（mental health problem）”, “clothing food and housing”, 
 Many of the opinions that educational opportunities and educational items are useless without 
being given for economic reasons.　 In the consideration, I discussed the “relationships” and 
“opportunities” negatively affecting the growth and future of children by relative poverty.
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１．研 究 目 的
わが国では、２００８（平成２０）年頃から子ども
たちが直面する貧困（生活困窮）の現状や貧困
による不利の連鎖の問題に注目が集まっている。
最近では新聞やテレビ等でも「子どもの貧困」
という用語が頻繁に用いられ、社会的にも一般
化してきている。
「子どもの貧困」の実態については様々な指
標を用いて測定されるが、とりわけ OECD（経
済協力開発機構）等の先進諸国で用いられる指
標の１つに「相対的貧困率」がある。この「相
対的貧困率」に関して、わが国では厚生労働省
の『国民生活基礎調査』１）の結果がよく使用され
る。２０１３（平成２５）年の『国民生活基礎調査』
によると、直近の子ども（１８歳未満）の相対的
貧困率は１６.３％であり、実に６人に１人が貧困
の状態にあることが報告されている。
表１は、１９８５（昭和６０）年以降の国民全体の
相対的貧困率と子どもの相対的貧困率の推移を
示したものである。ほぼ一貫して両者はともに
上昇傾向にあることが見て取れる。特に下段の
子どもの相対的貧困率は、近年まで国民全体を
下回っていたが、最も新しい２０１２（平成２４）年
のデータでは、それが逆転している。この結果
からも、子どもの貧困（相対的貧困率）の深刻
さが一段と増していることがうかがえる。
以上のような現状を踏まえ、本研究では一般
市民を対象に「子どもの貧困」に対するイメー
ジや貧困が子どもに与える影響（問題）等の意
識調査を実施して、その実態を把握し、今後、
子ども支援のあり方を検討する際の基礎的資料
として役立てることを目的としている。
２．方　　　法
１）調査対象
本調査は集合調査の形態で行われ、福岡県内
で開催されたまちづくりに関する市民向け講演
会（テーマ：「子ども・若者の貧困の本質と地
域でできること」）に参加した市民および大学
生の約２００名を対象にした。なお、参加した市
民の多くは、日頃から地域でのまちづくり活動
やボランティア活動に参画している人であった。
調査を実施するにあたり対象者に対して、本
調査の趣旨、目的、プライバシーの保護、報告
方法等について書面および口頭で説明し、同意
の得られた人から回答を得た。
調査用紙は１９６部配布し、１３７部回収した（回
収率：６９.９％）。回収した１３７部の調査用紙のう
ち、全体的に無記入回答の多かった５部は、分
析の対象から除外した。そのため、今回は１３２
名分の回答を有効回答として分析することにし
た。
２）調査時期
調査は２０１６（平成２８）年９月に実施した。
３）調査内容
調査した内容は大きく分けて、回答者の性
別、年代、子育て経験の有無といった基本属性
を尋ねる項目、「貧困」に対する認識及びそ
のイメージを尋ねる項目、「貧困」が子ども
の成長や生活に与える影響（問題）を尋ねる項
目、子ども（１８未満）がごく普通の生活をす
るために必要な物や事柄（必需品）を尋ねる項
目、の４項目であった。なお、の項目につい
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表１　わが国の相対的貧困率の推移
２１０２
（平成２４）
２００９
（平成２１）
２００６
（平成１８）
２００３
（平成１５）
２０００
（平成１２）
１９９７
（平成９）
１９９４
（平成６）
１９９１
（平成３）
１９８８
（昭和６３）
１９８５
（昭和６０）
１６.１％１６.０％１５.７％１４.９％１５.３％１４.６％１３.７％１３.５％１３.２％１２.０％国民全体
１６.３％１５.７％１４.２％１３.７％１４.５％１３.４％１２.１％１２.８％１２.９％１０.９％子ども（１８歳未満）
出典：２０１３（平成２５）年度 厚生労働省「国民生活基礎調査」を参考に作成
ては、阿部２）の「児童必需品調査」で用いられ
た質問項目を参考に、筆者らが独自に２１項目を
選定したものを使用することにした。
４）倫理的配慮
調査への協力依頼文書の中で、本調査は子ど
もの貧困に対する市民の意識を把握することを
目的としたものである旨を伝え、また本調査へ
の回答は任意であり、回答結果はコンピュータ
処理（数字化）されること、個人のプライバシー
に関わることは一切外部に知られることはない
こと、結果は学術的な目的以外には使用しない
ことを明記した。
なお、本研究を実施するにあたり、長崎国際
大学人間社会学部社会福祉学科の倫理委員会に
おいて承認を得た。
５）集計等で使用したソフト
調査によって得られたデータの集計およびグ
ラフの作成については、Microsoft Excel ２０１３
を用いた。
３．結　　　果
ここからは各質問内容の集計結果を示す。な
お、分析対象の１３２名分のデータのうち、基本
属性を尋ねる質問項目のみ「無記入」であった
３名分のデータは除外して集計した。そのため
基本属性の質問項目（性別、年代、子育て経験
の有無）のみ、１２９名分のデータで集計してい
る。その他は１３２名分のデータを集計している。
１）基本属性について
まず性別については、男性が３６名（２８.４％）、
女性が９３名（７１.６％）であった。
年代について、「１０―２０代」が５１名（３９.５％）、
「３０―４０代」が４８名（３７.２％）、「５０代以上」が３０
名（２３.３％）であった（図１）。
また回答者の子育て経験の有無については、
「ある」が６９名（５３.５％）、「ない」が６０名（４６.５％）
であった。
２）「貧困」に対する認識及びそのイメージ
について
『あなたは近年（ここ１０年くらい）、日本国民
の生活水準の低下（貧困化）が進んでいると感
じますか』という質問に対して、約８割（８１.８％）
が「とても感じる」もしくは「やや感じる」と
回答していた（図２）。
「貧困」に対するイメージ（３つの形容詞対）
については、「怖くない―怖い」で「怖い」と
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図１　回答者の年代（N＝１２９）
いうイメージ（平均±標準偏差＝４.１９±０.９０）
を抱き、また「身近な―縁遠い」では「身近な」
（平均±標準偏差＝２.５６±１.３０）というイメージ
を抱く者の割合が多く見られた。その一方、「新
しい―古い」については平均が３.０７で、「新し
い」と「古い」の両方のイメージに二分される
結果となった（図３）。
３）子どもの貧困及び「貧困」が子どもの成
長や生活に与える影響（問題）について
『あなたは最近、子ども（１８歳未満）の貧困
を身近に感じますか』という質問に対しては、
「とても感じる」２５.０％と「やや感じる」５０.０％
を合わせた全体の７５％、すなわち４人のうち３
人が子どもの貧困を身近に感じると回答してい
た（図４）。
さらに「貧困」が子どもの成長や生活に与え
る影響（問題）について、回答者に全１０項目の
選択肢の中から上位３つを選択してもらったと
ころ、「進路選択・進路実現の問題」が６１.９％
（７８名）で最も多く、次いで「心理（こころ）
の問題」が４７.６％（６０名）、「衣食住の問題」が
４０.５％（５１名）、「虐待等の子育て環境の問題が
３３.３％（４４名）、「教育の問題」が３１.０％（４１名）
という順で回答を得た（図５）。
４）子ども（１８歳未満）がごく普通の生活を
するために必要な物や事柄（必需品）につ
いて
また、子ども（１８歳未満）がごく普通の生活
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図２　日本国民の生活水準の低下（貧困化）に対する意識（N＝１３２）
図３　「貧困」に対するイメージ（３つの形容詞対）について（N＝１３２）
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図５　「貧困」が子どもの成長や生活に与える影響（問題）（N＝１３２・複数回答）
図４　子どもの貧困に対する意識（N＝１３２）
をするために必要な物や事柄（必需品）につい
て尋ねたところ、表２に示すような結果となっ
た。すべての子どもに絶対与えられるべき必需
品として回答が多かった項目は、「Ａ病気やケ
ガをした際に病院へいく」９７.７％、「Ｂ遠足や修
学旅行などの学校行事への参加」８８.４％、「Ｙ休
日等で家族と一緒に過ごすこと」８０.５％であった。
一方、家の事情（金銭的理由など）で与えられ
なくても仕方がないものという回答が比較的多
かった項目は、「Ｚ習い事や塾・通信教育」
７８.０％、「Ｎ自転車」７２.１％、「Ｍ子ども用の勉
強机」６９.０％、「Ｄ大学・短大・専門学校での教
育」５９.５％であった。特に教育の機会や教育用
品に関しては、経済的な理由で与えられなくて
も仕方がないという意見が多くみられることは
特筆すべき点である。
４．考　　　察
本調査から、回答者の約８割が国民の生活水
準の低下（貧困化）を感じ、また４人のうち３
人が子どもの貧困問題を身近な問題として捉え
ていた。さらに「貧困」に対するイメージにつ
いても、「身近」で「怖いもの」という認識を
抱いている者が多かった。このことからも、一
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表２　子ども（１８歳未満）がごく普通の生活をするために必要な物や事柄（必需品）
与えられなくて
もよい
家の事情（金銭
的理由など）で
与えられなくて
も仕方がない
すべての子ども
に絶対与えられ
るべきである
質問内容項目 No
N＝１２９０.０％２.３％９７.７％病気やケガをした際に病院へいくＡ
N＝１２９０.０％１１.６％８８.４％遠足や修学旅行などの学校行事への参加Ｂ
N＝１２９２.３％２５.６％７２.１％手づくりの食事Ｃ
N＝１２６２.４％５９.５％３８.１％大学・短大・専門学校での教育Ｄ
N＝１２９０.０％２７.９％７２.１％絵本や子ども用の本Ｅ
N＝１２６０.０％５０.０％５０.０％新品の文房具Ｆ
N＝１２９０.０％４４.２％５５.８％新品の靴Ｇ
N＝１２９０.０％５５.８％４４.２％新品の服Ｈ
N＝１２６４.８％５０.０％４５.２％年１回は、家族と海や動物園に行くことＩ
N＝１２６２.４％４２.９％５４.８％誕生日のお祝い（プレゼントなど）Ｊ
N＝１２６７.１％５４.８％３８.１％クリスマスのプレゼントＫ
N＝１２９４.７％５３.５％４１.９％年齢に合ったお小遣いＬ
N＝１２６７.１％６９.０％２３.８％子ども用の勉強机Ｍ
N＝１２９１６.３％７２.１％１１.６％自転車Ｎ
N＝１２９２０.９％６５.１％１４.０％数年に１度の家族旅行（１泊以上の旅行）Ｏ
N＝１２９２０.９％６５.１％１４.０％子ども部屋Ｐ
N＝１２９４.７％６７.４％２７.９％インターネットが使用できる環境Ｑ
N＝１２９４.７％５５.８％３９.５％スマートフォン（携帯電話含む）Ｒ
N＝１２９４６.５％５３.５％０.０％TV ゲームＸ
N＝１２３０.０％１９.５％８０.５％休日等で家族と一緒に過ごすことＹ
N＝１２３４.９％７８.０％１７.１％習い事や塾・通信教育Ｚ
般市民は貧困を身近なものと感じており、わが
国の貧困問題の深刻さを強く認識していること
がわかる。
また「貧困」が子どもに与える影響（問題）
として、多くの回答者から「進路選択・進路実
現の問題」、「心理（こころ）の問題」、「衣食住
の問題」が挙げられた。すでに先行研究におい
て子どもに与える影響（問題）に関しては、様々
な角度から検討がなされているが、子どもの貧
困白書３）では、図６に示すような貧困による不
利の連鎖が示されており、これらの不利は互い
に影響を与え合い、さらなる連鎖を生むことが
指摘されている。例えば「経済的貧困」が学習
機会を奪い、その結果「低学力・低学歴」や
「低い自己評価」を起こし、社会に対する「不
安感・不信感」を招く。このような不利が幾重
にも重なり合い、さらに深刻な問題へと悪化し
ていく。すなわち、貧困による不利の連鎖が生
じていくことになる。
本調査においても、おそらく多くの回答者は
貧困がもたらす不利の連鎖を認識しており、そ
のため、「進路選択・進路実現の問題」、「心理
（こころ）の問題」、「衣食住の問題」、「教育の
問題」、「虐待等の子育て環境の問題」などの多
様な側面が問題として挙げられる結果になった
と考えられる。
さらに、子どもがごく普通の生活をするため
に必要な物や事柄（必需品）については、「病
気やケガをした際に病院へいく」、「遠足や修学
旅行などの学校行事への参加」、「休日等で家族
と一緒に過ごすこと」などがすべての子どもに
絶対与えられるべきである事柄として上位に挙
げられていた。特に「遠足や修学旅行などの学
校行事への参加」、「休日等で家族と一緒に過ご
すこと」は、生命を維持するために不可欠なベー
シック・ヒューマン・ニーズとは異なり、生活
をより豊かにするために必要な事柄である。ま
た家の事情（金銭的理由など）で与えられなく
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図６　貧困による不利の連鎖
出典：子どもの貧困白書　2009年　明石書店を参考に作成　　　　　　　
ても仕方がないものに教育に関する項目が多く
含まれていた。まさにここに相対的貧困の本質
的問題が見える。
相対的貧困は、等価可処分所得（可処分所得
を世帯人数の平方根で割って算出した所得）の
中央値の半分未満の所得しか得ていない者注１）
と理解される。しかし相対的貧困は、所得といっ
た経済的な困窮のみならず、前述した「貧困に
よる不利」のように、人々との社会関係の欠乏
といった「関係性の貧困」や教育機会（チャン
ス）の喪失といった「機会の貧困」の問題をも
たらす。この「関係性の貧困」や「機会の貧困」
は子どもたちの成長や未来に与える最大の負の
影響であり、まさしく相対的貧困が「見えにく
い貧困」と言われる理由であると言える。本調
査の結果からも、市民は「見えにくい貧困」の
怖さと問題の深刻さを感じ取っていると思われ
る。
５．今後の課題
本研究では、一般市民の「子どもの貧困」に
対するイメージや貧困が子どもに与える影響等
の意識を把握することができた。しかしサンプ
ル数の少なさから、普遍化できる結果であると
は言い難い。今後は統計的な検討にも耐え得る
だけのより多くのサンプルを収集する必要があ
る。また、今回は主に単純集計のみであったた
め、世代間の比較や子育て経験の有無による違
い等の検討はできなかった。さらに、子どもが
ごく普通の生活をするために必要な物や事柄
（必需品）の質問項目のうち、自転車の所有に
ついては、約７割の市民が「与えられなくても
仕方がない」と回答していた。諸外国で行われ
た同様の研究では、自転車はすべての子どもに
与えられるべきものという結果（例えば、イギ
リスでは「与えられなくても仕方がない」と回
答が２割程度４））もあり、この点については、
文化的な差異も含めて再度検討する必要がある。
今後は多くの条件から多角的な検討が必要であ
り、今後の課題として残された。
注
注１）厚生労働省の「国民生活基礎調査」では、等
価可処分所得（可処分所得を世帯人数の平方根で
割って算出した所得）の中央値の半分未満の所得
しか得ていない者を相対的貧困状態にある者と定
義している（国民生活基礎調査では１２２万円以下
を相対的貧困の貧困ラインとしている）。
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